　　　　　　　事　務　連　絡
平成24年3月26日

　大阪府内指定相談支援事業者　各位
　　大阪府福祉部障がい福祉室地域生活支援課
指定相談支援事業の指定申請にかかる申請手続き等ついて

　

　平素より大阪府福祉行政の推進にご協力いただきありがとうございます。

　さて、このたび平成２４年４月より指定相談支援事業について、一部改正されることと
なり、現行のサービス提供の内容及び指定申請方法等が下記のとおり変わりますのでお知らせします。
　
１　主な改正点

（現行）

・指定相談支援事業　①市町村委託等事業（関係機関との連絡調整等）
　　　　　　　↓　　　　②大阪府指定（サービス利用計画の作成、モニタリング等）
　　　　　　　↓　　　　③大阪府委託事業（精神障害者地域移行・地域定着支援事業）

　　　　　　　↓　　　　④市町村委託事業（居住サポート事業）

　　　　　　　↓

　　（H24 . 4～）

・指定特定相談支援事業（サービス利用計画の作成、モニタリング等）
・指定一般相談支援事業　地域移行支援（精神障害者地域移行）
・指定一般相談支援事業　地域定着支援（地域定着支援事業）
　　　　　・指定障害児相談支援事業（障害児の通所サービス利用等の支援）創設
　　　　　　※詳しくは、厚生労働省ホームページ

平成23年6月30日実施　障害保健福祉関係主管課長会議資料

（２）障害福祉課/地域移行・障害児支援室分割版　資料２　参照　　　　　http://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/shougaishahukushi/kaigi_shiryou/bunkatsu01.html
　　　　　　
２　指定申請手続きについて
　　
（1） 特定相談支援事業　事業所所在地の市町村担当窓口　
（2） 一般相談支援事業　大阪府障がい福祉室（大阪府庁本館６階）
予約問い合わせ先・申請窓口

大阪府ホームページ参照

http://www.pref.osaka.jp/jigyoshido/jiritu_top/jiritu_siteisyorui.html
※ただし、事業所所在地が大阪市、堺市、東大阪市、高槻市、豊中市にある場合は各市への申請となります。

（3） 障害児相談支援事業　事業所所在地の市町村担当窓口

　
３　既に指定されている相談支援事業所の必要な手続きについて
　　平成24年3月1日までに、指定相談支援事業の指定を受けている事業所については、

平成24年4月1日指定で一般相談支援事業所としてみなされます。
　この場合の指定に係る種類は、指定地域移行支援・指定地域定着支援の両方となります。

　ただし、1年以内の省令で定める期間内に指定申請をしていただくことになります。

　
※平成24年度中に指定期限が切れる事業所についても平成25年3月31日までは延長されることとなります。あらためて指定書の交付等は行いません。
　　　
※みなし指定を希望されない事業所は、電話で来庁予約のうえ廃止の手続きを行ってください。　　　　　　　　　　　　　　　　⇒大阪府ホームページ参照　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　http://www.pref.osaka.jp/jigyoshido/jiritu_top/jiritu_henkousyorui.html
　　　　

４　指定基準
　（１）指定特定・障害児相談支援事業
ア　人員に関する基準　現行の指定相談支援と同じ
· 管理者及び相談支援専門員　職員１名以上

· 相談支援専門員の資格要件については障害保健福祉関係主管課長会議資料（平成１８年８月２４日開催）参考資料（２）参照
http://www.wam.go.jp/wamappl/bb15GS60.nsf/vAdmPBigcategory50/22BA8177988C229B492571D4000CC00E?OpenDocument
　

　イ　設備に関する基準
　　　　以下の設備を設置すること
· 事務室

· 受付等のスペース

· 必要な設備及び備品等

　　
　　ウ　運営に関する基準

　　　・利用者の希望等を踏まえて計画を作成

・支給決定前に、利用者の居宅等への訪問面接によるアセスメントを行い、計画（モニタリング期間の提案を含む）を作成

⇒利用者等の同意を得て、計画案を利用者に交付

⇒支給決定後、事業者と連絡調整を行うとともに、サービス担当者会議の開催等により、計画案の内容の説明及び意見を求める。

⇒求めた意見の計画案について、利用者等に説明し、文書により同意を得て、計画を利用者に交付
・重要事項の掲示、秘密保持、苦情解決、記録の整備等
　　　

（２）指定一般相談支援事業のうち指定地域移行支援事業所
ア　人員に関する基準　

· 管理者
· 相談支援専門員　職員１名以上

（※地域移行支援の職務に従事する者のうち１人は相談支援専門員でなければならない。）

ただし、現行の精神障害者地域移行・地域定着支援事業を実施する事業者は、当面の間、相談支援専門員の配置に関わらず指定可（できる限り速やかに相談支援専門員を配置することが望ましい。）

　　　
イ　設備に関する基準
　　　　以下の設備を設置すること
· 事務室

· 受付等のスペース

· 必要な設備及び備品等

　　ウ　運営基準
　　　・相談支援専門員がその他の者への技術的指導及び助言を実施

　　　・利用者への面接によるアセスメント及び支援内容の検討結果に基づき地域移行支援計画の原案を作成

　　　　（作成に当たっては、障害者支援施設等又は精神科病院における担当者等を招集した会議を開催し、意見を求める。）

　　　・利用者への面接による相談や、障害者支援施設等又は精神科病院からの外出に際し同行による支援
　　　　（面接又は同行支援は、概ね週１回、少なくとも１月に２回行う。）
　　　・委託による障害福祉サービス事業（生活介護、自立訓練、就労移行支援又は就労継続支援）の体験的な利用　　　　

　　　・１人暮らしに向けた体験的な宿泊
　　　・重要事項の掲示

（3） 指定一般相談支援事業のうち指定定着支援事業所

ア　人員に関する基準　

· 管理者
· 相談支援専門員　職員１名以上

（※地域定着支援の職務に従事する者のうち１人は相談支援専門員でなければならない。）

ただし、現行の精神障害者地域移行・地域定着支援事業を実施する事業者は、当面の間、相談支援専門員の配置に関わらず指定可（できる限り速やかに相談支援専門員を配置することが望ましい。）

　　　　　
イ　設備に関する基準
　　　　以下の設備を設置すること
· 事務室

· 受付等のスペース

· 必要な設備及び備品等

　　ウ　運営基準

　　　・相談支援専門員がその他の者への技術的指導及び助言を実施

　　　・利用者への面接によるアセスメントを実施し、作成

　　　・適切な方法により利用者との情事の連絡体制を確保し、居宅への訪問等を行い利用者の状況を把握

　　　・緊急の事態等に、速やかに訪問等による状況把握を実施し、利用者の家族、関係機関との連絡調整、障害福祉サービス事業者等との委託等により緊急一時的な滞在支援を行う。
　　　・重要事項の掲示、秘密保持、苦情解決、記録の整備等

　　

　５　指定にあたっての基本的な考え方
　　　・指定一般・特定・障害児相談支援事業所間における職員の兼務は、業務に支障がないものとして認める。
　　　・指定一般相談支援事業所の申請については、できる限り地域移行支援・地域定着支援の両方の指定を受ける。

　　　・原則、事業の主たる対象者の障がいの種類はを定めないこと。

　　　・指定相談支援事業所と指定障害児相談支援事業所は、原則両方の指定を受ける。
　　　・特定事業所加算は廃止されます。
６　相談支援専門員の資格要件に係る研修について

　　・現行の相談支援専門員に係る要件の１つとなっている初任者研修修了について、５年ごとの現任研修修了でも認めることとする。
　　　※相談支援専門員の資格要件については研修修了以外に、実務経験も必要です。

　　　　今後、国からの告示が制定される予定。

　　

７　その他

相談支援の具体的な改正内容については障害保健福祉関係主管課長会議資料（平成２４年２月２０日開催）１（４）　Ｐ４４～Ｐ５７参照
　　　http://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/shougaishahukushi/kaigi_shiryou/
　相談支援の事業の人員及び運営に関する基準については官報平成24年3月13日

号外55号参照

http://kanpou.npb.go.jp/20120313/20120313g00055/20120313g000550000f.html
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　問い合せ先

大阪府健福祉部　障がい福祉室
指定チーム
府庁代表06-6941-0351内線４４７８
　　　　　　　　又は４４８７

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　直通０６－６９４４－９１７４
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